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Ⅰ．はじめに

　社会科教育の一目標に，全ての者の主張を対等に扱
い，その内容を批判・検討しながら合意を形成するコ
ミュニケーションを実現する市民育成がある（吉村，
2001）。これが，社会科教育の目標として捉えられる
のは，次の理由からであろう。
　コミュニケーションは，人々のつながりを生み，民
主主義社会を形成する（田村・加藤，2020）。というのも，

民主主義社会は，異なる価値観を持つ人々の間で，対
立が常に生じる（足立，1984）からである。そこで，
他者との対立を克服したり，他者を理解したりする方
法として，コミュニケーションが位置づけられている
（足立，1984；河野他，2020）。この民主主義社会を形
成するコミュニケーションでは，全ての者の主張を対
等に扱い，その内容を批判・検討しながら合意を形成
することが求められる（パーカー，2004；フィシュキ
ン，2011）。本稿では，このコミュニケーションを民
主的コミュニケーションと呼ぶ。
　この民主的コミュニケーションを実現する市民育成
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に向け，これまで社会科教育研究では，多様な授業理
論・実践を蓄積してきた。例えば，池野（2003）は，
社会がコミュニケーションによって形成されているも
のとし，コミュニケーションの中でも，暴力や思想統
制ではなく，議論が社会を形成する方法だと想定する。
そのため，子どもに議論の構造から社会を捉えさせる
ことで，民主主義社会の理想的な形成過程を認識させ，
議論というコミュニケーションで社会を形成できる市
民の育成をめざす。更に，吉村（1996）は，民主主義
社会がコミュニケーションを通した人々の合意形成過
程によって形成されているとするも，その理想的な社
会の形成過程を認識するだけでなく，実際に経験させ
る意義を論じる。そのため，子どもに，教室内でコミュ
ニケーションを実践させ，コミュニケーションで民主
主義社会を形成する資質・能力を獲得させる。
　現在に至るまで，民主的コミュニケーションを実現
する市民育成に向け，多様な社会科授業理論・実践が
主張されてきている。しかし，問題が，二点ある。第
一に，「議論」「討論」「論争問題学習」のように用い
られる概念が混乱し，民主的コミュニケーションを実
現する市民育成をめざす社会科授業理論・実践の範囲
が不明確な状態となっていることである。例えば，民
主的コミュニケーションを実現する市民育成をめざす
社会科授業理論・実践として，田口（2012）は，議論
の構造で社会形成過程を探究させる社会科授業を提示
する一方で，佐長（2011）は，実際に討論させる社会
科授業を提示する。第二に，現在，提案されている，
民主的コミュニケーションを実現する市民育成をめざ
す社会科授業理論・実践では，その目標を達成できて
いない現状が報告されていることである（例えば，植
原・渡部，2021；西村，2021；渡部，2022）。
　この社会科教育研究の現状は，民主的コミュニケー
ションを実現する市民育成に向け，新たな授業理論・
実践が提案されたとしても，社会科教育研究の理論的
な到達点の拡張・更新を見出しにくくする。更に，コ
ミュニケーションを通して，他者と協働し問題を解決
できる市民育成が政策的に要請される（中央教育審議
会，2016）教師が，自身の授業実践に，どの授業理論・
実践を応用すればいいのかも見えにくくしている。
　そこで，本稿では，以下三点の RQ を設定する。そ
れは，RQ １「民主的コミュニケーションを実現する
市民育成に向け，これまでの社会科教育研究は，どの
ような授業理論・実践を提案してきたのか」，RQ ２「そ
の授業理論・実践には，どのような特質と課題がある
か」，RQ ３「民主的コミュニケーションを実現する
市民育成に向け，これからの社会科教育研究は，何を
こそ議論するべきか」を設定し，究明する。

　この究明は，二つの意義を有する。第一は，実践的
意義である。これは，コミュニケーションを通して，
他者と協働し問題を解決できる市民育成が要請される
学校現場（中央教育審議会，2016）で，民主的コミュ
ニケーションを実現する市民育成に向けた社会科教育
を実践する手がかりとなる。第二は，学術的意義であ
る。これは，上記で指摘したような問題を抱える社会
科教育研究の現状を整理し，抜け出す指針をしめす。

Ⅱ．分析枠組みの構成

　では，民主的コミュニケーションを実現する市民育
成に向け，これまで提案されてきた社会科授業理論・
実践を整理していく上で，用いる分析枠組みを構成す
る。分析枠組みの構成に向けては，民主的コミュニケー
ションが実現しなくなる原因と，社会科教育における
コミュニケーションの扱い方を原理的に考察する。

１　民主的コミュニケーションが実現しなくなる原因
　民主的コミュニケーションが実現しなくなる原因に
ついては，（１）個人の責任と（２）環境という二つ
の立場がある。
　第一の立場は，民主的コミュニケーションの実現に
向け，①論証できる個人と，②偏見・差別などをせず
に，他者の主張内容を批判・検討できる個人が必要で
あると考える。
　前者は，コミュニケーションには，自身の主張を論
証するルールがあると考える（福澤，2018）。そのた
め，他者に理解してもらえないといった民主的コミュ
ニケーションが実現しなくなる原因は，論証できない
個人にあると捉える。
　一方，後者は，論証が必要とされる前提には，その
主張を聞こうとする他者の存在があると捉える（香西，
2007）。しかし，人は，価値観や，無意識に他者の人
格・能力・地位等を判断材料に，他者の主張を批判・
検討する認知特性を有する（Fricker，2007 ；Saul，
2017）。この価値観・認知特性に基づく人の判断は，
実際，無批判に主張が通るという恩恵を受ける者と，
否定しかされない者を生む（Fricker，2007）。故に，
民主的コミュニケーションが実現しなくなる原因は，
個人の価値観・認知特性にあると捉える。しかし，民
主的コミュニケーションが実現しなくなる原因を個人
の責任として捉えていることは前者と共通している。
　第二の立場は，第一の立場の考えに疑問を呈し，個
人の行為や価値観・認知特性は，環境の影響を受ける
と捉える。
　心理学者Macrae, C, N. Bodenhausen, G. V & Milne, 
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A. B.（1998）は，偏見や差別がいけないことだと自
覚している者でさえ，コミュニケーションの中で差別
的な発言・行為をしてしまうことを明らかにする。そ
の中で，偏見や差別的な発言・行為を低減する方法と
して，環境整備の必要性を説く。
　加えて，社会学者ブルデューは，コミュニケーショ
ンにおいては，そこに参加する人や集団の所作，能力，
知識，学歴，資格，地位等の違いからなる非対称な関
係が影響することを報告する（ブルデュー，2020a）。
更に，ブルデューは，その所作，能力，知識，学歴，
資格，地位等の中で，人から敬われるものと，蔑まれ
るものが決まる規準が，社会構造によって決められる
ことを実証的に明らかにした（ブルデュー，2020a；
2020b）。ここから，民主的コミュニケーションが実
現しなくなる原因は，環境にあると捉えられる。
　以上，本章での考察を踏まえ，民主的コミュニケー
ションが実現しなくなる原因は，個人の責任と環境の
影響であるとして論を進める。

２　社会科教育におけるコミュニケーションの扱い方
　社会科教育が，コミュニケーションを扱うように
なった背景には，社会構成主義の台頭がある（ガーゲ
ン，2004）。このような認識論の転換に伴い，民主主
義社会をコミュニケーションの観点から捉えるように
なった（梅津，2012）。その後，教育自体もコミュニケー
ションの観点から捉えるようになり（ガーゲン＆ガー
ゲン，2018），教室内でコミュニケーションを経験させ，
子どもに資質・能力を獲得させるようになる。
　コミュニケーションを扱う社会科教育研究の整理を
試みた論考として，田口（2012）がある。田口（2012）は，
社会科教育の方法原理である議論を整理する。その中
で，これまでの社会科授業理論・実践には，異なる二
つのコミュニケーションの扱い方があると述べる。そ
れは，コミュニケーションとしての社会を対象化し，
分析・探究させるものと，実際にコミュニケーション
を経験させるものである（田口，2012）。前者は，民
主主義社会をコミュニケーションの観点から捉える論
考である。ここで提案される授業理論・実践では，コ
ミュニケーションの観点から社会を対象化し，子ども
に，それを分析・探究させることを通して，民主主義
社会の形成・成立過程を認識させたり，コミュニケー
ションの主体である自身の当たり前としていた判断・
価値観を吟味させたりする。一方，後者は，教育自体
もコミュニケーションの観点から捉える論考である。
ここで提案される授業理論・実践では，子どもに，民
主主義社会の形成過程であるコミュニケーションを教
室内で経験させることを通して，自身の主張を論証で

きる資質・能力を獲得させたり，コミュニケーション
の主体である自身の当たり前としていた価値観・認知
特性を吟味・反省させたりする。本稿では，前者を，
コミュニケーションを内容として扱う論考，後者を，
コミュニケーションを内容・方法として扱う論考とす
る。

Ⅲ．分析

１　分析方法および視点
　民主的コミュニケーションを実現する市民育成に向
け，これまでの社会科教育研究が提案してきた授業理
論・実践を整理する場合，多様な授業理論・実践を収
集・分析し，全体傾向を描きながら，特徴づけていく
方法が考えられる（Richer et al，2020）。
　しかし，本稿では，先に類型化を行い，その類型に
位置づく授業理論・実践を提示しながら，分析を行う。
なぜなら，上記のように，これまで提案されてきた社
会科授業理論・実践で用いられる概念が，多様に存在
するからである。故に，関連する概念を設定し，収集
したとしても，全体傾向さえも描けない（Richer et 
al，2020）。
　そこで，Ⅱ章の考察に基づき，「（１）民主的コミュ
ニケーションを実現する市民育成に向け，何を変えよ
うとしているか」「（２）コミュニケーションをどのよ
うに扱っているか」の二つの視点を設定し，類型化を
行う。そして，各類型に位置づくと解釈される代表的
な論考を提示しながら，分析を行う。
　第一の視点「（１）民主的コミュニケーションを実
現する市民育成に向け，何を変えようとしているか」
では，民主的コミュニケーションが実現しなくなる原
因に，何を求め，アプローチしているかを示す。前章
の考察に基づき，この視点では，コミュニケーション
に参加する個人を変えようとする論考と，コミュニ
ケーションが行われている環境を変えようとする論考
に分ける。さらに，前者は，子どもが，民主的コミュ
ニケーションに参加できるようになるために，主張し
たり・主張を聞いたりする資質・能力を獲得すること
をめざす。具体的には，（１）自身の主張を論証でき
る資質・能力の獲得に重きを置く授業理論・実践と，

（２）コミュニケーションの主体である自身の価値観
や認知特性を吟味・反省させることに重きを置く授業
理論・実践にわけることができる。
　一方，後者は，教室内で，民主的コミュニケーショ
ンが実現されることをめざす。具体的には，第三者の
教師が常にファシリテート・組織しながら，偏見や差
別が生じないように工夫された，理想的なコミュニ
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ケーションを経験させる授業理論・実践が該当する。
　第二の視点「（２）コミュニケーションをどのよう
に扱っているか」では，コミュニケーションを授業の
内容・方法として，どのように扱っているのかを示す。
前章の考察に基づき，この視点では，コミュニケーショ
ンを内容として扱う論考と，内容・方法として扱う論
考に分ける。前者は，子どもに，コミュニケーション
の観点から社会を分析・探究させ，民主主義社会の形
成・成立過程を認識させる授業理論・実践が該当する。
後者は，子どもに，民主主義社会の形成過程であるコ
ミュニケーションを教室内で経験させ，民主主義社会
を形成する知識・スキルを獲得させる授業理論・実践
が該当する。
　では，「（１）民主的コミュニケーションを実現する
市民育成に向け，何を変えようとしているか」を横軸
に，「（２）コミュニケーションをどのように扱ってい
るか」を縦軸に，民主的コミュニケーションを実現す
る市民育成に向け，提案されてきた社会科授業理論・
実践を整理すると，表１のように，四つに類型化できる。
　第一類型は，民主的コミュニケーションを実現する
市民育成に向け，個人を変えようとし，コミュニケー
ションを内容として扱う。具体的には，子どもが，論
証したり，価値観・認知特性を吟味・反省したりする
意義や，そのための知識を獲得することをめざす。そ
のために，コミュニケーションの観点から社会を分析・
探究させる。本稿では，第一類型に位置づく授業理論・
実践を，コミュニケーション過程分析型とネーミング
する。
　第二・三類型は，民主的コミュニケーションを実現
する市民育成に向け，個人を変えようとし，コミュニ
ケーションを内容・方法として扱う。ただし，具体的
にみると，第二類型は，主に，子どもが，自身の主張
を論証できるようになることをめざす。そのために，
教室内で民主主義社会の形成過程であるコミュニケー
ションを経験させる。一方で，第三類型は，主に，子
どもが，価値観・認知特性を吟味・反省できるように
なることをめざす。そのために，教室内で民主主義社

会の形成過程であるコミュニケーションを経験させ
る。本稿では，第二類型に位置づく授業理論・実践を，
論証能力獲得型，第三類型に位置づく授業理論・実践
を，価値観・認知特性反省型とネーミングする。
　第四類型は，民主的コミュニケーションを実現する
市民育成に向け，環境を変えようとし，コミュニケー
ションを内容・方法として扱う。具体的には，教師が
常にファシリテート・組織することで，教室内におい
て理想的なコミュニケーションが成立するようにす
る。その中で，子どもに議論させる。本稿では，第四
類型に位置づく授業理論・実践を，理想的コミュニケー
ション経験型とネーミングする。
　以下，この類型に基づき，分析をはじめる。ただ
し，民主的コミュニケーションを実現する市民育成に
向け，環境を変えようとし，コミュニケーションを内
容として扱う授業理論・実践は，管見の限り見当たら
ないため，本稿では検討しない。該当する論考が見当
たらない理由は，以下のように説明できる。環境を変
えようとする論考は，教室内で，民主的コミュニケー
ションが実現していないことを問題視する（川口他，
2021；西村，2021）。ここから，環境を変えようとす
る授業理論・実践は，コミュニケーションを内容・方
法として扱う。故に，環境の変化をめざし，コミュニ
ケーションを内容として扱う授業理論・実践は，未だ
提案されていないのではないか。

２　コミュニケーション過程分析型の授業理論・実践
　では，コミュニケーション過程分析型の授業理論・
実践から見ていく。この類型の代表例としては，社会
形成科の中でもトーゥルミン図式を用いて社会に存在
する議論を分析させる社会科授業（服部，2003；池野
他，2004；池野，2006；田口他，2007）が挙げられる。
　例えば，社会形成科を提唱する池野は，社会が人と
人とのつながり・コミュニケーションによって形成さ
れているもの（池野，2003）とする。そして，人々の
コミュニケーションの中でも，暴力や思想統制ではな
く，議論が社会を形成する方法であると捉え，議論を
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社会形成科における目標・内容・方法原理とする。具
体的には，民主主義社会が議論によって形成される過
程・構造を対象化して把握するためのフレームワーク
の獲得と，形成された社会の秩序・規範だけでなく，
自身の当たり前としていた価値観を，そのフレーム
ワークで吟味できることを目標とする（池野，2006）。
　そして，池野（2006）は，この目標達成に向け，社
会秩序を議論の構造（トーゥルミン図式）で分析する
社会科授業を提案する。その社会科授業は，主に三段
階の構成になっている。それは，（１）主張が対立し
ている社会問題を取り上げ，どのような主張が対立し
ているのかを把握させる段階，（２）対立する各主張が，
どのような価値観・前提を持ち，どのような事実から
組み立てられているかを分析する段階，（３）より良
い社会形成に向け，どのような主張を支持するか，そ
の主張を，どのような価値観・事実から組み立てるか
を考察する段階，となっている。
　以上のような，コミュニケーション過程分析型の授
業を受けた子どもは，民主的コミュニケーションを実
現できるように，自己の主張を論証したり，自身の判
断を吟味したりするための知識を獲得する。例えば，
池野（2006）の授業では，武力行使の是非をめぐり対
立する各主張を，トーゥルミン図式を用いて分析させ
る。事実・裏付けとなる価値観・主張からなるトーゥ
ルミン図式で，対立する主張および社会を分析した子
どもは，社会の中で，暴力や思想統制ではなく，議論
というコミュニケーションを行う意義や，そこで論証
の構造を用いる必要性があることを認識する。また，
武力行使に対する自身の素朴な価値観を議論の構造で
吟味する。

３　論証能力獲得型の授業理論・実践
　次は，論証能力獲得型の授業理論・実践を見てい
く。この類型の代表例としては，論争問題をめぐり議
論させる社会科授業（吉村，1996；水山，2003；長田，
2014；オリバー＆シェーバー，2019）などが挙げられる。
　例えば，社会科教育において論争問題学習を行う意
義と方法を提唱するオリバー＆シェーバーは，社会に
おいて，人々の価値観・考えの対立によって論争問題
が生じており，議論する必要性があると述べる（オリ
バー＆シェーバー，2019）。そして，社会の議論の中
で，大人の主張に対して，子どもが反論を述べた際，
未熟や作法がなっていないことを理由に，反論を聞い
てもらえない現状を問題視する（オリバー＆シェー
バー，2019）。そこで，オリバー＆シェーバー（2019）
は，社会における市民の議論に，子どもを参加させる
ために，論争問題をめぐる議論を分析したり，議論の

中で主張を述べたりする方法を獲得した市民育成をめ
ざす。
　そして，オリバー＆シェーバー（2019）は，この目
標達成に向け，社会に存在する論争問題を論争的に扱
う社会科授業を提案する。その社会科授業は，主に四
段階の構成になっている。それは，（１）論争を生み
出す背景を理解し，対立状況の整理から論点を明らか
にする段階，（２）自己の見解を構築し，論争問題と
類似する価値の対立構造を持つ事例を検討する段階，

（３）議論を通して，考察している問題に関連する概
念・用語の定義や問題に関する事実の確認を行う段階，

（４）導かれた価値基準をもとにメインとなる問題に
ついて判断し，自己の見解を再構築する段階，となっ
ている（オリバー＆シェーバー，2019）。
　以上のような，論証能力獲得型の授業を受けた子ど
もは，社会の議論に参加するために論証したり，問題
分析したりする知識・スキルを獲得する。例えば，オ
リバー＆シェーバー（2019）が提案する授業『リトル
ロック』では，リトルロック事件を分析し，その問題
に対する主張を作成させ，類似する問題や議論の中で
用いられる事実や概念を整理し，再度主張をつくると
いう議論に参加する手順を経験させる。

４　価値観・認知特性反省型の授業理論・実践
　続いて，価値観・認知特性反省型の授業理論・実践
を見ていく。この類型の代表例としては，議論を阻害
する価値観・信念を反省させる授業（桑原，2000；王子，
2018）や他者の主張内容を見ようとしない認知特性を
自覚・反省させる授業（仲村，2017；中，2022）など
が挙げられる。
　例えば，議論を阻害する価値観・信念を反省させる
授業理論を提案する桑原（2000）は，民主主義社会で
は，論争問題が生じているため，市民が解決を模索し，
解決策を見出せる資質・能力を有するべきと説く。そ
して，論争問題を議論する前提には，個々の価値観に
基づく合理的な判断が行えることがあると述べる。し
かし，桑原（2000）は，人の中にある，合理的な判断
を阻害する，偏った信念・価値観を問題視する。その
ため，論争問題学習を通して，個人の信念・価値観を
吟味・反省できる子どもの育成をめざす。
　そして，桑原（2000）は，この目標達成に向け，社
会的な論争問題を議論し，そのコミュニケーションを
踏まえ自己内葛藤させる社会科授業を提案する。その
社会科授業は，主に七段階の構成になっている。そ
れは，（１）論争問題の概要を把握させる段階，（２）
現時点の自分の信念に基づき解決策を案出する段階，

（３）解決策について他者と議論する中で，自分の信念・
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価値を自覚する段階，（４）異なる論争問題の解決策
を案出させる中で，自分の信念・価値を揺らがす段階，

（５）自分の信念・価値を吟味・反省する段階，（６）（４）
の解決策について他者と議論する中で，自分の信念や
価値観を再構成する段階，（７）再構成した自分の信
念や価値観を吟味・反省する段階，となっている。
　以上のような，価値観・認知特性反省型の授業を受
けた子どもは，自分の価値観や，それに固執しながら
物事を判断していた自身の傾向，更にはその課題を認
識するようになる。例えば，桑原（2000）の授業では，
他者とのコミュニケーションのあと，自分の主張を支
えていた信念・価値に向き合わせることで，これまで
無自覚であった信念・価値を自覚・吟味・反省させて
いる。

５　理想的コミュニケーション経験型の授業理論・
　　実践
　最後に，理想的コミュニケーション経験型の授業理
論・実践を見ていく。この類型の代表例としては，紙
上討論学習を用いた社会科授業（西村，2021）や，聴
き合い活動を取り入れた社会科授業（川口他，2021），
対話の前に知的安全性というルールを設ける P4C を
用いた授業（グレゴリー他，2020）などが挙げられる。
　例えば，紙上討論学習を提案する西村（2021）は，
民主主義社会を形成するにあたって，有力な手段が討
論であるとする。そして，民主主義社会の担い手が必
要とされる資質・能力は，人の主張内容を批判・検討
できる「討論する力」であると述べる（西村，2021）。
故に，西村（2021）は，討論というコミュニケーショ
ンの中で，人の主張内容を批判・検討できる「討論で
きる力」を備えた市民育成をめざす。しかし，実際に
学校現場で行われる討論学習では，子ども同士の関係
性により，討論の中で，発言をためらう者，他者の意
見を十分に把握しない者がいることを問題視する。 
　そして，西村（2021）は，この問題を克服しながら，
上の目標を達成するために，無記名の主張を他のクラ
スメートが批判・検討するといったコミュニケーショ
ンを経験させることに解決策を見出す。そこで，西
村（2021）は，教師が工夫をこらし無記名の主張を他
のクラスメートが批判・検討する紙上討論を取り入れ
た社会科授業を提案する。その社会科授業は，主に四
段階の構成になっている。それは，（１）今回事例と
するマンション建設に伴う裁判事例の概要を把握した
り，それについての班の意見を作ったりする段階，（２）

（１）の段階で出た20個の意見を代表意見とし，班に
分かれ，紙上討論学習を行う段階，（３）（２）の段階
で形成した意見を教室全体に共有しながら，代表意見

をめぐる討論を行う段階，（４）（３）の段階で行った
討論を踏まえ，最終意見を形成する段階，となってい
る。段階（２）の紙上討論は，①20個の代表意見から，
各個人が３つの意見を選び，賛否のコメントを付け，
②そのコメントについて，他の班員からコメントをも
らい，③問題に対する意見を作らせる，という流れで
展開される。
　以上のような，理想的コミュニケーション経験型の
授業を受けた子どもは，自身の主張を論証したり，他
者の主張内容に着目し批判・検討したりすることを経
験する。例えば，西村（2021）の授業では，教師が作
成した紙上討論学習を通して，子どもに主張内容に着
目させやすくしたり，他者の意見に対する賛否を言い
やすくさせたりしている。このような工夫がされたコ
ミュニケーションの中で，子どもは議論を経験する。

Ⅳ．考察

　以上の分析結果を踏まえ， RQ １「民主的コミュニ
ケーションを実現する市民育成に向け，これまでの社
会科教育研究は，どのような授業理論・実践を提案し
てきたのか」，RQ ２「その授業理論・実践には，ど
のような特質と課題があるか」，RQ ３「民主的コミュ
ニケーションを実現する市民育成に向け，これからの
社会科教育研究は，何をこそ議論するべきか」を究明
する。

１ これまでの社会科教育研究が提案してきた授業理
論・実践全体の特質 － RA１の案出－

　まず，RQ １の答え（RA １）は，表１に示したように，
四つに類型化された授業理論・実践があった。それを
踏まえ，民主的コミュニケーションを実現する市民育
成に向け，これまでの社会科教育研究が提案してきた
授業理論・実践全体の特質を二点にまとめたい。
　第一に，問題意識として想定する，子どもが民主的
コミュニケーションを実現できるようになる場には，
社会と教室内という二つの考え方があった。
　前者には，コミュニケーション過程分析型の授業理
論・実践，論証能力獲得型の授業理論・実践，価値観・
認知特性反省型の授業理論・実践が該当する。一方，
後者には，理想的コミュニケーション経験型の授業理
論・実践が該当する。
　例えば，オリバー＆シェーバー（2019）は，社会の
議論の中で生じる，子どもの反論が聞いてもらえない
現状を，桑原（2000）は，合理的な判断が社会の議論
で求められ，その合理的な判断を阻害する人の信念・
価値観を，問題視している。一方で，西村（2021）は，
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学校現場で行われる学習の中で民主的コミュニケー
ションが実現されていないことを問題視している。
　このような二つの考え方がある背景には，教育自体
をコミュニケーションの観点から捉えるようになっ
た（ガーゲン＆ガーゲン，2018）教育観の変化が挙げ
られる。この変化により，民主的コミュニケーション
の経験を通して，社会で民主的コミュニケーションを
実現するための知識・スキルを獲得させる教育へと変
わった。故に，教室内で民主的コミュニケーションを
実現することに焦点があたるようになったのではない
か。
　第二に，授業構成としては，社会のコミュニケーショ
ンを対象化するもの，コミュニケーションを実践する
もの，実践したコミュニケーションを踏まえ，自己を
対象化するものという三つの授業構成があった。
　社会のコミュニケーションを対象化するものには，
コミュニケーション過程分析型の授業理論・実践が該
当する。そして，コミュニケーションを実践するもの
には，論証能力獲得型や，理想的コミュニケーション
経験型の授業理論・実践が該当する。最後に，実践し
たコミュニケーションを踏まえ，自己を対象化するも
のには，価値観・認知特性反省型の授業理論・実践が
該当する。
　例えば，池野（2006）は，コミュニケーションの観
点で社会を探究させるが，授業方法は教師と子どもに
よる問いと答えの往復運動で展開される。そして，オ
リバー＆シェーバー（2019）や西村（2021）は，問題
を分析し，意見を作り，コミュニケーションさせる。
しかし，桑原（2000）は，コミュニケーションをさせ
て終わるのではなく，自分に向き合う段階を設定する。
　このような三つの授業構成がある背景には，（１）
教育自体をコミュニケーションの観点から捉えるよう
になった（ガーゲン＆ガーゲン，2018）教育観の変化と，

（２）民主的コミュニケーションが実現しなくなる原
因として，個人の価値観・認知特性への着目が挙げら
れる。前述のようにコミュニケーションを経験するこ
とを通して，知識・スキルを獲得することができると
考えるようになった（ガーゲン＆ガーゲン，2018）。
この教育観の変化によって，子どもに，社会のコミュ
ニケーションを対象化させるだけでなく，コミュニ
ケーションを経験させるようになったのではないだろ
うか。加えて，コミュニケーションを通して，意思決
定等の方法を獲得させることに重点を置くのではな
く，子どもの信念・価値観に向き合う必要性が説かれ
るようになった（桑原，2000）。それによって，コミュ
ニケーションを実践するだけにとどめるのではなく，
コミュニケーションの後に，自己を対象化させるよう

になったのではないだろうか。

２　提案されてきた各授業理論・実践の特質と課題
　　－RA２の案出－
　では，各授業理論・実践の特質と課題は何か。そこ
で，Ⅱ章で考察した，民主的コミュニケーションが実
現しなくなる原因や，社会科教育におけるコミュニ
ケーションの扱い方を観点に，RQ ２の答え（RA ２）
を考察する。
　まず，コミュニケーション過程分析型の授業理論・
実践である。この授業理論・実践の特質は，子どもに，
民主的コミュニケーション過程を分析・探究させたり，
自身の当たり前としていた価値観や判断を吟味させた
りしている点である。この授業を受けた子どもは，民
主的コミュニケーションを行う際に，自己の主張を論
証したり，自身の判断を吟味したりするための知識を
獲得する。
　しかし，この授業理論・実践の課題として，民主的
コミュニケーションが実現していない現状を解決・克
服する方法を実践させていないことがある。人は，コ
ミュニケーションの中で知識やスキルを活用する経験
を通して知識やスキルを獲得する（ガーゲン＆ガー
ゲン，2018）。更に，民主的コミュニケーションを実
現するためには，一度限りの経験では十分ではなく，
何度も繰り返し経験させる必要がある（Williams & 
Wright., 2020；Mandhana & Caruso., 2022）。 故 に，
子どもが，民主的コミュニケーション過程を認識する
だけでは，民主的コミュニケーションが実現していな
い現状に出会った時，それを解決・克服できないだろ
う。
　次に，論証能力獲得型の授業理論・実践と価値観・
認知特性反省型の授業理論・実践である。ここで二つ
の授業理論・実践をまとめたのは，これらが，（１）
個人を変えようとし，コミュニケーションを内容・方
法として扱う点で共通しているから，（２）Ⅱ章で考
察した，民主的コミュニケーションが実現しなくなる
原因や，社会科教育におけるコミュニケーションの扱
い方から見たときの特質と課題が共通するから，であ
る。
　これらの授業理論・実践の特質は，経験を通して，
子どもに，民主的コミュニケーションが実現していな
い現状を解決・克服するための一方法を獲得させてい
る点である。この授業を受けた子どもは，民主的コミュ
ニケーションを実現する市民育成にむけ，論証する資
質・能力を獲得したり，自身の価値観・認知特性を吟
味・反省したりするようになる。
　しかし，これらの授業理論・実践の課題として，子
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どもに獲得させる一方法では，民主的コミュニケー
ションが実現していない現状の解決・克服を完全に行
えないことがある。Ⅱ章でも指摘したとおり，民主的
コミュニケーションが実現しない原因には，論証を聞
く個人の価値観・認知特性だけでなく，環境の影響も
ある。故に，子どもが，自身の価値観・認知特性の存
在や課題だけでなく，環境の影響も認識せずにいては，
相変わらず民主的コミュニケーションが実現していな
い現状を再生産してしまう。
　最後に，理想的コミュニケーション経験型の授業理
論・実践である。この授業理論・実践の特質は，子ど
もに，民主的コミュニケーションが実現しやすく工夫
されたコミュニケーションを経験させている点であ
る。この授業を受けた子どもは，全ての者の主張を対
等に扱い，その内容を批判・検討することの意義や，
全ての者の主張を対等に扱い，その内容が批判・検討
されるコミュニケーションを経験する。
　しかし，この授業理論・実践の課題として，自身が
経験した民主的コミュニケーションが実現していた環
境を，メタ認知させていないことがある。民主的コミュ
ニケーションが実現している環境下での経験がもたら
すのは，その環境下で，コミュニケーションするため
の知識やスキルの獲得である（ガーゲン＆ガーゲン，
2018）。即ち，民主的コミュニケーションが実現して
いない環境下で，民主的コミュニケーションをするた
めの知識やスキルを獲得させているわけではない。そ
のため，民主的コミュニケーションが実現していた環
境やその要因をメタ認知する必要がある。なぜなら，
現実社会のコミュニケーションは，全ての者の主張が
対等に扱われず，人の人格・能力・地位等を判断材
料に，その主張が批判・検討される（Tisdell，1993；
Hemmings, 2000；Hess et al，2002；Hauver et al，
2017a；Hauver et al，2017b；植原・渡部，2021）か
らである。故に，子どもが，民主的コミュニケーショ
ンが実現していない環境下で，民主的コミュニケー
ションを実現するための知識やスキルを獲得せずにい
ては，現実社会の中で，民主的コミュニケーションを
実現することはできないのではないか。

３　これからの社会科教育研究が議論すべきこと
　　－RA３の案出－
　RQ ２の考察で示したように，各類型に位置づく授
業理論・実践は，民主的コミュニケーションを実現す
る市民育成に向け，課題を有していた。では，民主的
コミュニケーションを実現する市民育成に向け，今後，
どのような授業理論・実践が必要であろうか。
　結論を先取りすると，これからの社会科教育は，こ

れまでのコミュニケーションの扱い方を継承しつつ
も，民主的コミュニケーションが実現しなくなる原因
を再考する必要があるだろう。
　これまでの社会科教育研究におけるコミュニケー
ションの扱い方を継承する理由は，民主的コミュニ
ケーションを実現する市民育成に向け，知識の獲得や
一度限りの経験では十分ではなく，何度も繰り返し経
験させる必要だからである。社会科教育は，社会や教
育を社会構成主義に捉えるようになり，コミュニケー
ションを行わせる中で，資質・能力を獲得させるよう
になった（梅津，2012）。この理論的な潮流に則り，
これからの社会科教育研究においても，コミュニケー
ションを内容としても方法としても扱うべきであろ
う。
　一方で，これまでの社会科教育研究における民主的
コミュニケーションが実現しなくなる原因を再考する
理由は，その原因を個人の責任か環境かの二項対立で
は捉えられないからである。なぜなら，個人の行為と
環境は，相互作用関係だからである。例えば，人々の
行為は，その環境の制度や文化，規範などの影響を受
ける（ブルデュー，2020a）。しかし，そのような人々
の行為は，環境を形成し，再生産しているのである

（ベネット他，2019；ブルデュー，2020b）。ここから，
民主的コミュニケーションを実現するためには，個人
と環境を変える必要があると分かる。故に，これから
の社会科教育研究においては，民主的コミュニケー
ションが実現しなくなる原因を，個人の行為と環境の
相互作用関係としてとらえるべきであろう。
　このように，これまでの社会科教育研究におけるコ
ミュニケーションの扱い方を継承しつつも，民主的コ
ミュニケーションが実現しなくなる原因を再考するこ
とで，民主的コミュニケーションを実現する市民育成
の実現可能性を高めるのではないだろうか。
　

Ⅴ．おわりに－本研究の意義－

　前章では，分析結果を踏まえ，RQ １・２・３に答
えた。では，それは，これまでの社会科教育研究にとっ
て，どのような意義があるだろうか。
　本研究の意義は（１）民主的コミュニケーションを
実現する市民育成をめざす今後の社会科教育のあり方
を議論する基礎を示したこと，（２）学校現場で，民
主的コミュニケーションを実現する市民を育成する社
会科教育を実践する手がかりを示したこと，である。
　現在の社会科教育研究では，民主的コミュニケー
ションを実現する市民育成に向けた社会科授業理論・
実践が，数多く蓄積されているが，その目標や授業構
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民主的コミュニケーションを実現する市民育成をめざした社会科教育研究の展望
―　コミュニケーションを扱う社会科授業理論・実践の類型化を通して　―

成，コミュニケーションの扱い方が多様であり，範囲
も不明確であった。また，民主的コミュニケーション
を実現する市民育成に向け，提案される社会科授業理
論・実践は，その目標を達成できていないという批判
にさらされていた。
　本稿で示した四つの類型は，民主的コミュニケー
ションを実現する市民育成にむけた社会科授業理論・
実践が指す範囲の一提案である。今後，この類型をも
とに，新たな授業理論・実践の位置付けを示したり，
この類型自体の拡張・収縮を議論したりすることで，
民主的コミュニケーションを実現する市民育成に向け
た社会科教育研究の発展が期待できる。
　更に，各類型に位置づく授業理論・実践には，特質
と課題がある。学校現場の社会科教師が，各授業理論・
実践が持つ特質と課題を加味し，社会科授業を開発・
実践することで，民主的コミュニケーションを実現す
る市民育成にむけた社会科授業実践を手助けできる。
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